道本部自治体政策部発第0493号

2013年8月7日
　　地方本部
各　単　　組　執行委員長　様
     eq \o\ad(総支部,　　　　)
自治労北海道本部
執行委員長　山上　潔
（自治体政策部）
札幌市公契約条例の制定実現に向けた１０万筆署名の取り組み
　連日の活動に心より敬意を表します。さて、連合北海道札幌地区連合会から、標記取り組み要請がありました。つきましては、各地本・単組・総支部からの積極的な取り組みをよろしくお願いします。
記
１．取り組み名称　「札幌市公契約条例の制定実現に向けた１０万筆署名」

　　　　実施団体　　札幌市公契約条例の制定を求める会　連合北海道札幌地区連合会
２．取り組み期間　２０１３年８月１日～９月上旬
　　　
３．取り組みの経過
　自治労では市場万能主義に対する地域からの社会的な対抗運動として、公共サービスの質を高め、従事する労働者の賃金・労働条件の（「官製ワーキングプア」）改善をはかるための道具として、入札改革と自治体公契約条例の制定の取り組みを提起しています。自治労北海道本部では、連合北海道や公務労協と連携し各自治体での「公契約条例」制定にむけて取り組みを進めてきました。連合北海道札幌地区連合会では、2002年11月29日に札幌市へ札幌市公契約条例制定を求める政策要求を提出して以降、連合北海道及び連合北海道石狩地域協議会とともに経年的に札幌市公契約条例制定の実現に向け取り組んできました。本条例は行政、企業及び労働者が一体となった経済活性化の取り組みですが業界団体の理解が未だ十分ではありません。2012年2月14日に開会された札幌市第１回定例市議会では上田市長からの提案として議論に付されましたが継続審議の取り扱いとなり、現在に至ります。連合北海道札幌地区連合会は、一昨年からこの取り組みを推進する場を「札幌市公契約条例の制定を求める会」（代表　伊藤誠一　弁護士／弁護士・学究者・連合北海道札幌地区連合会を含む労働団体・市民により構成する有志団体）へとシフトしました。目的は広く市民の声と力を募りながら同条例制定を実現することにあります（札幌市を道内の先行事例とすることによって道内各自治体への波及効果をめざす）。同会で多くの方々からの意見をもとに２０１３年第１回定例市議会において継続審議となった際の議論を検証したところ、同条例に関係する多くの労働者の声が未だ札幌市及び議会に届いていないということが明らかとなりました。したがって、この度、全道の連合組合員が一丸となり全ての労働者と共に今、札幌市には札幌市公契約条例が必要であるという意思を、標題１０万筆署名をもって札幌市議会へ提出し主張したいと考えています。集約した署名は、各団体の署名と合わせ、札幌市公契約条例の制定を求める会 （代表　伊藤誠一　弁護士）名で札幌市議会議長へ提出します。
４．具体的署名行動

①組織内署名（組合員・家族・職場・知友人等含む。居住地・国籍を問いません。）一人5筆として取り組み願います。

　②署名用紙の不足分は各構成組織で増刷りをお願いします。

５．集約期日　２０１３年９月６日（金）道本部までに送付をしてください。

６．ご不明な点などございましたら、道本部自治体政策部　担当　柳田・高田までお問い合わせください。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　TEL　０１１－７４７－３２１１　　　　　　以　　上
